
27 
 

2-1-5 婚姻・出生力に影響を及ぼす要因の分析（市町村分析） 
次に、同様の分析を道内 179 市町村について行う。市町村別のデータは都道府県別のデータと比較し

て制約があるため、収集可能な範囲での分析を行い、一部の指標については代替となる指標を選定した。
本分析では図表 2-1-22の通り、30個の社会経済指標を用いて主成分分析を実施し、6つの成分を抽出し
た。 

【図表 2-1-22 市町村分析に使用した指標一覧】 
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なお、道内の市町村は、人口 197 万人の札幌市から 700 人台の音威子府村まで規模の差が大きく、各
指標についても外れ値（他のデータに対して極端に大きい、あるいは小さい値）が多い。こうした分布の
データに対して主成分分析や重回帰分析を行うと、分析の精度が悪化する恐れがあるため 3、主成分分析
の前段階として、数値を対数変換したものを用いている。図表 2-1-23 は、各市町村の人口について対数
変換を行った結果を例示したものである。 

【図表 2-1-23 対数変換の模式図】 

  

 
3 主成分分析や重回帰分析では、「ある説明変数が 1 単位（人、事業所、円など）増加すると、目的変数は〇単位増加す
る」という線形の（一次式で表せる）比例関係を前提とした計算を行う。ところが市町村の規模のように、指数関数的に
分布するデータにおいては「ある説明変数が 1％増加すると、目的変数は〇％増加する」といった関係を前提とした方が
より精度の高い分析を行える場合がある。この分析を行うために必要なデータの前処理が対数変換である。本分析にあた
っては、対数変換を行わない主成分分析・重回帰分析と、対数変換を行った同分析を実施しており、市町村別分析におい
ては後者の精度がより高かったため、後者を採用した。 
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主成分分析の結果について、まず第 1主成分は、「身近にいる子ども数」「大型小売店数」「小学校平均
児童数」などが高い正の因子負荷を示しており、人口との相関関係も高いことから「都市機能の充実」と
定義した（図表 2-1-24）。 

【図表 2-1-24 市町村分析の第 1 主成分「都市機能の充実」】 
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第 2主成分は、「正規雇用率」や「自市町村内通勤率」が高い正の因子負荷を示し、因子得点は室蘭市
や帯広市などの地方都市や、倶知安町や占冠村など地域に密着した雇用環境があるところで高くなって
いることから「拠点性」と定義した（図表 2-1-25）。 

【図表 2-1-25 市町村分析の第 2 主成分「拠点性」】 
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第 3主成分は「保育所等数」「児童福祉費」などが高い正の因子負荷を示しているため、「児童福祉」と
定義した（図表 2-1-26）。 

【図表 2-1-26 市町村分析の第 3 主成分「児童福祉」】 
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第 4 主成分は「課税対象所得」などが高い正の因子負荷を示すことから「所得」と定義した（図表 2-
1-27）。 

【図表 2-1-27 市町村分析の第 4 主成分「所得」】 
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第 5 主成分は地域の薬局やドラッグストアを想定した「医療品・化粧品小売業事業所数」などが高い
正の因子負荷を示すことから「生活の利便性」と定義した（図表 2-1-28）。 

【図表 2-1-28 市町村分析の第 5 主成分「生活の利便性」】 
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第 6 主成分は「正規雇用率」などが正の因子負荷を示す一方で「昼夜間人口比」「自市町村内通勤率」
などは負の因子負荷を示しているため、近隣市町村との人口移動を表象していると考え「通勤流動」と定
義した（図表 2-1-29）。 

【図表 2-1-29 市町村分析の第 6 主成分「通勤流動」】 
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 各主成分の因子得点を市町村別に塗り分けたのが図表 2-1-30～35 である。青色の濃さはプラスの絶
対値に、赤色の濃さはマイナスの絶対値に対応している。 

【図表 2-1-30 市町村分析の第 1 主成分「都市機能の充実」の因子得点】 

【図表 2-1-31 市町村分析の第 2 主成分「拠点性」の因子得点】  
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【図表 2-1-32 市町村分析の第 3 主成分「児童福祉」の因子得点】 

【図表 2-1-33 市町村分析の第 4 主成分「所得」の因子得点】  
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【図表 2-1-34 市町村分析の第 5 主成分「生活の利便性」の因子得点】 

【図表 2-1-35 市町村分析の第 6 主成分「通勤流動」の因子得点】  


